
５

臨時交付金 国・県補助金 一般財源

R6.2

～

R6.4

R6.8

～

R6.11

R7.3

～

R7.8

R7.2

～

R7.3

R7.2

～

R7.8

R7.2

～

R7.5

R7.2

～

R7.5

R7.2

～

R7.3

R
６
経
済
対
策

0 2,000,000

原油価格高騰の影響に
起因する倒産・廃業
村内事業者総数の５％
以下

産業振興課

12
プレミアム付き商品券発行
事業

①原油価格高騰及び物価上昇対策として、村内で使
用できるプレミアム付商品券（1,000円×６枚綴）を
2,000円で販売。
【効果】村内での消費拡大が期待できるとともに、
飲食店等の支援も図れる。
②商品券購入券送付にかかる経費
商品券プレミアム分負担、換金手数料、印刷製本及
び消耗品にかかる経費（負担金）
③購入引換券郵送料　100千円
　商工会への負担金（20,900千円）
④中川村村民及び村内事業者

(3) 21,000,000 18,274,000 0 2,726,000

地域内経済の活性化及
び物価高騰による家計
への支援、飲食店での
消費喚起
村内での経済効果
27,600,000円

産業振興課

(9) 500,000 0 0 建設環境課

保健福祉課

対象世帯に対して令和
６年８月までに支給を
開始

水道使用料金の値上げ
０円

対象農業者申請率70％

村内出身学生への給付
率　40％

7

物価高騰支援給付金支給事
業・低所得の子育て世帯に
対する生活支援給付金支給
事業

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うこと
で、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R6の累計給付金額（非課税世帯350世帯×30千円、
子ども加算56人×20千円）
④低所得世帯等の給付対象世帯（350世帯）

－ 12,174,000 12,174,000 0 0
対象世帯に対して令和
７年３月までに支給を
開始

13
商工業者エネルギー価格高
騰対策交付金事業

①原油価格高騰に直面する事業者の事業継続及び負
担軽減に資するため、事業者へ交付金を交付する。
【効果】村内商工業事業者の負担軽減が図られ、安
定した事業継続が見込まれる。
②原油価格高騰に直面する事業者支援にかかる経費
③事業費（30千円～500千円）
④商工業事業者（中小企業に限る）

(7) 8,000,000 6,000,000

0 100,000

500,000

低
所
得
枠

400,000 地域政策課

3,500,000 0 500,000 産業振興課

15 学生応援給付金事業

①原油価格及び物価高騰上昇の影響を受けている大
学等に通う学生に給付金を給付することをもって、
学生の生活を支える子育て世帯の負担軽減を図る。
②給付金
③給付金（10千円/人）
④中川村出身の学生

(2)

14
農業資材価格投稿等対策支
援交付金

①価格高騰に直面する農業者の事業継続及び負担軽
減に資するため、農業者へ交付金を交付する。
【効果】村内農業者の負担軽減が図られ、安定した
事業継続が見込まれる。
②原油価格高騰に直面する農業者支援にかかる経費
③事業費（25千円～500千円）
④農業者

(6)

500,000

4,000,000

　交付金活用事業計画

(1) 令和６年度実施分 単位：円

実施予定
期間

担当課

48,567,000 48,567,000 0 0
保健福祉課
住民税務課

1
令和５年度電力・ガス・食
料品等価格高騰支援給付金
支給事業【不足分】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うこと
で、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R5、R6の累計給付金額
④R5年度分の住民税非課税世帯（１世帯）

－

2

物価高騰支援給付金支給時
業（均等割のみ課税世帯、
R６非課税世帯、子ども加
算）

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うこと
で、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R5、R6の累計給付金額（非課税、均等割のみ課税
世帯100千円/世帯、定額減税を補足する給付対象
者、子ども加算50千円/人）
　事務費1,697千円
④低所得世帯等　定額減税を補足する給付の対象者

－

保健福祉課

成果目標

対象世帯に対して令和
６年２月までに支給を
開始

一
体
支
援
枠
分

推
奨
事
業
メ
ニ
ュ
ー

分

総事業費
No. 事業名

事業の概要
①目的・効果

②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者）

推奨事業メ
ニュー

計画額

70,000 0 070,000

11
水道事業電力価格高騰支援
事業

①電力価格高騰に直面する上水道事業を支援する。
【効果】上水道事業の負担軽減が図られ、利用料金
への価格転嫁を行わず、村民の負担軽減が見込まれ
る。
②水道企業会計への繰出（電力価格高騰分）
③上水道施設　500,000円


